
都道府県・指定都市における単独事業等一覧（平成25年度都道府県・指定都市別） 

自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度
予算額
（千円）

概要

名古屋市 啓発・広報 障害者と市民のつどい(障害企画課) 昭和5 6年度 2,642 　広く市民への啓発を図るため、障害者団体による出店、福祉教室等の各種行事を実施

名古屋市 啓発・広報 「障害者週間」記念のつどい(障害企画課) 昭和5 6年度 1,491 　広く市民への啓発を図るため、映画上映、講演会等を実施

名古屋市 啓発・広報 名古屋シティハンディマラソン(障害企画課) 昭和6 0年度 4,296 　広く市民への啓発を図るため、障害者、健常者が参加するマラソン大会を開催

名古屋市 生活支援 市営交通料金等の軽減（障害企画課） 昭和46年度 2,049,576 　障害者手帳所持者等を対象に、市営交通機関等に乗車できる福祉特別乗車券を交付

名古屋市 生活支援 重度障害者タクシー料金助成事業（障害企画課） 昭和53年度 637,472 　公共交通機関の利用が困難な重度障害者を対象に、タクシー利用券を交付

名古屋市 生活支援 障害者自立支援配食サービス事業（障害企画課） 平成1 5年度 22,950
　障害者のみ世帯に属し配食サービスが必要とされた方等を対象に、1日1食を限度に居宅に配食する
とともに、配食時に安否確認を実施

名古屋市 生活支援 重度障害者寝具貸与事業（障害企画課） 昭和5 2年度 16,880 　在宅の重度障害者を対象に、寝具を貸与

名古屋市 生活支援 重度身体障害者緊急通報事業(障害企画課) 昭和6 3年度 5,938 　外出困難な在宅の身体障害者を対象に、「あんしん電話」を貸与し、緊急時の非常連絡網を整備

名古屋市 生活支援 重度障害者（児）給付金（障害企画課） 昭和42年度 138,880  在宅の重度障害者（児）を対象に、手当を支給
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事業名
（所管課）

開始年度
予算額
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概要

名古屋市 生活支援 外国人障害者給付金（障害企画課） 平成5年度 12,960
　国民年金制度改正時（昭和5 7年 1月 1日）に 20歳に達していた外国人のうち、重度の障害者を対象に、
給付金を支給

名古屋市 生活支援 身体障害者補助犬飼育費交付事業(障害企画課) 平成1 9年度 922 　補助金の飼育費を補助

名古屋市 生活支援 身体障害者補助犬の認定等(障害企画課) 平成1 6年度 501 　補助犬に関する相談・情報提供、評価、訓練及び認定等の事業を指定法人に委託して実施

名古屋市 生活支援 肢体障害者自立促進援助事業（障害企画課） 昭和6 2年度 3,648 　在宅重度障害者の自立生活相談・自立生活情報サービス、車いす貸出等の事業を実施

名古屋市 生活支援 精神障害者社会適応訓練事業(障害企画課) 平成8年度 2,940
　精神障害者が一定期間事業所に通い、本人に適した作業をすることによって集中力、仕事に対する
持久力、環境適応能力を高めるため必要な訓練を実施

名古屋市 生活支援 障害者アフターケア事業(障害企画課) 平成1 7年度 0
　リハビリテーションセンターに入院し治療を受けている脳血管疾患など青壮年期の障害者を対象に、
急性期の治療や機能回復訓練終了後、より身近な地域でリハビリテーションを行うことができるよう、セ
ンター外の施設においてアフターケア事業を実施

名古屋市 生活支援 福祉のまちづくり推進委員会(障害者支援課) 平成5年 506
　高齢者や障害者をはじめ市民の誰もが安全で快適に生活しやすく活動しやすい都市環境を築いてい
くため、幅広い視野から専門的な審議を行い、助言などを得るもの。

名古屋市 生活支援 知的障害者地域生活体験訓練事業(障害者支援課) 平成1 7年度 7,098
　知的障害者が将来、地域で自立生活を送ることができるよう、民間アパート等を借上げ、実際に家族
と離れて地域生活を体験することで、自活するための力を養い自立意欲を高める支援を行う。

名古屋市 生活支援
知的障害者（施設入所者）地域生活移行訓練事業
(障害者支援課)

平成19年度 414
　旧知的障害者更生施設入所者を対象に、ケアホーム等への入居を試行できる機会を作り、実際に地
域生活を体験することにより、集団生活から地域生活への急激な環境の変化の緩和と自立意欲の向上
を図ることができるよう支援を行い、地域生活移行を促進するもの。

名古屋市 生活支援
共同生活援助（グループホーム）等事業設置運営費
補助（障害者支援課）

昭和62年度 265,482 　グループホーム・ケアホームに対し、設置費及び運営費を補助するもの。 
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事業名
（所管課）

開始年度
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概要

名古屋市 生活支援 重症心身障害者受入施設補助(障害者支援課) 平成7年度 101,800

　常時医療的介護を必要としない重症心身障害者のうち、高齢などの理由により保護者の介護が困難
な者について、身体障害者入所療護施設、知的障害者入所更生施設及び、知的障害者通所更生施設
の利用を促進するため、一定数の重症心身障害者を受け入れた施設に対し、常勤の直接処遇職員を
加配するもの。

名古屋市 生活支援 障害児(者)移送サービス事業(障害者支援課) 平成3年度 2,018
　短期入所事業を利用するもののうち、サービス実施施設までの移送が困難な世帯に寝台タクシーを
派遣して、移送の利便を図る。

名古屋市 生活支援
障害児(者)施設通所付添交通費の助成(障害者支援
課)

昭和50年度 1,848
　障害者施設に通所する障害者の付添者に対して、その付添にかかる交通費を補助することにより、障
害者の福祉向上を図るもの。

名古屋市 生活支援
重症心身障害児小規模通所援護事業（障害者支援
課）

平成6年度 9,334
　在宅の重症心身障害児（者）に対し、日常生活訓練・療育を実施することにより、重度障害者の福祉
の増進を図るもの。

名古屋市 生活支援
重症心身障害者等受入補助金（通所施設）(障害者
支援課)

平成16年度 398,951
　重症心身障害者等を受け入れた生活介護事業所等に対し、一定額の運営費補助を行うことにより、
もって重症心身障害者等の日中活動の場を確保するとともに、サービスの質の向上を図る。

名古屋市 生活支援 障害児・者相談支援事業補助(障害者支援課) 平成24年度 418,092
　指定特定相談支援事業所等に補助を行い、障害児・者の相談支援ネットワークの構築及び発展を図
るもの。

名古屋市 生活支援 身体障害者自立生活体験事業(障害者支援課) 平成1 9年度 3,914
　施設又は在宅で生活する身体障害者に対して、通常の生活の場所を一時的に離れ、試行的に独力
で自活することのできる機会又は場所を提供することにより、自立生活への意欲の増進及び不安の軽
減を図るとともに、その地域生活移行を促進するもの。

名古屋市 生活支援 障害児（者）地域グループ訓練事業(障害者支援課) 平成4年度 360
　概ね１０人以上の障害児（者）が参加して行われる保護者等のグループによる就労継続支援等の日
中活動の場をめざす訓練等の集団活動について、その活動費を補助するもの。

名古屋市 生活支援
障害者（児）ホームヘルパー現任研修(障害者支援
課)

平成14年度 1,321
　障害者自立支援法におけるサービス事業所の基盤整備のためのマンパワーの確保及びサービスの
質の向上を図るため、居宅介護従事者等を対象とした現任研修を実施するもの。

名古屋市 生活支援
移動支援事業従業者養成研修事業者登録事務(障
害者支援課)

平成21年度 －
　移動支援事業に従事するヘルパーを確保する為、知的障害者を対象にしたガイドヘルパーの養成研
修事業者の登録を行い、その事業者の行う研修を修了した者に、名古屋市における移動支援事業に従
事する資格を与えるもの。 
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（所管課）
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概要

名古屋市 生活支援
福祉・介護人材確保のための職員定着支援助成(障
害者支援課)

平成21年度 1,268
　事業所が行う人材確保・職員定着に資する事業の経費を一部助成することにより、各事業所の主体
的な取組みの促進を図る。

名古屋市 生活環境 福祉都市環境整備指針(障害者支援課) 平成3年度 －
　福祉的観点からのまちづくりの基本理念、福祉のまちづくりの方策、公共的建築物、道路、公園、公共
交通機関等の整備する際の技術的基準を示す。平成1 5年 2月全面改訂。

名古屋市 生活環境 福祉都市環境整備の啓発(障害者支援課) 平成4年度 5
　福祉環境整備の進んだ公共的建築物に対し、標示板を交付し、出入口近くに掲示してもらうとともに、
市のホームページ等にて当該施設を紹介するもの。

名古屋市 生活環境
障害児(者)施設通所付添交通費の助成(子ども福祉
課)

昭和50年度 1,942
　障害児施設に通所する障害児の付添者に対して、その付添にかかる交通費を補助することにより、障
害児の福祉向上を図るもの。

名古屋市 生活環境 難聴児補聴器購入費助成事業(子ども福祉課) 平成2 5年度 1,708
　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器の購入に当たり必要
な費用の一部を助成することにより、難聴児の福祉の増進を図るとともに、言語訓練及び生活適応訓
練の促進に寄与する。

名古屋市 教育・育成 家庭療育の援助（子ども福祉課） 昭和4 9年度 1,944
　障害児の家庭や集団の場へ療育援助者（ボランティア）を派遣する。また、医師、指導員等による指導
を行うもの。

名古屋市 教育・育成 心身障害児短期里親（子ども福祉課） 昭和4 9年度 255  障害児（者）を介護している者が一時的に介護できなくなった時に、里親が預り療育するもの。

名古屋市 教育・育成 いこいの家事業(子ども福祉課) 昭和4 9年度 12,319 　在宅の障害児等が親とともに通い、療育訓練と親相互の親睦を図るもの。

名古屋市 教育・育成 療育グループ事業(子ども福祉課) 昭和5 2年度 15,261
　障害の早期発見・早期療育と家庭等の福祉向上を図るため、障害児施設等で集団療育を主とする訓
練、相談、指導及び助言を行うもの。

名古屋市 教育・育成 障害児早期療育指導委員会(子ども福祉課) 昭和5 6年度 468
　児童の障害の早期発見及び早期療育を推進するため、関係行政機関、障害児施設及び医療機関等
からなる調整連絡検討機関として設置。医療関係者等委員1 1名。 
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自治体名 施策分野
事業名
（所管課）

開始年度
予算額
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概要

名古屋市 教育・育成
在宅重症心身障害児(者)訪問療育指導(子ども福祉
課)

平成2年度 67
　在宅の重症心身障害児(者)を対象に、整形外科医、保健師、理学療法士、児童福祉司等でチーム編
成をして訪問指導・相談を実施し、家庭療育の向上を図るもの。

名古屋市 教育・育成 障害児等療育支援事業（子ども福祉課） 平成1 8年度 56,477
　在宅の障害児及びその保護者等の地域生活を支えるため、身近な地域で療育指導、相談等が受けら
れる療育機能の充実を図り、福祉の向上を目指すもの。訪問による療育指導、外来による療育指導、
療育機関に対する支援の３事業を実施。

名古屋市 雇用・就業 就労定着支援事業（障害者支援課） 平成1 9年度 21,140

　障害者の一般企業への就労を促進するため、就労移行支援事業、就労継続支援事業またはグルー
プホーム・ケアホームの利用者が一般企業への就労した後、引き続き施設職員が就労定着のために職
場や自宅を訪問し、助言・指導などの支援をした際に１回につき、 7,100円（同一日・同一職場の場合
6,400円）の助成を行う。25年度から支給対象期間（2→3年）、回数（54→60回）に拡大

名古屋市 雇用・就業
第３セクター方式による重度障害者多数雇用企業
（障害者支援課）

昭和6 3年度 - 　第３セクター方式による重度障害者多数雇用企業に出資・経営するもの。

名古屋市 雇用・就業
障害者雇用支援センターへの運営費補助（障害者支
援課）

平成2 4年度 15,132 　就労及び日常生活の一体的な相談支援を実施するため、職員３名分の人件費等を補助するもの。

名古屋市 雇用・就業
障害者就労支援センターへの運営費補助（障害者支
援課）

平成24年度 15,000
　就労及び日常生活の一体的な相談支援を実施するため、職員３名分の人件費等を補助するもの。（２
か所）

名古屋市 保健・医療 総合リハビリテーションセンターの運営(障害企画課) 平成元年度 2,731,637
　身体障害者の相談から医療・訓練指導を経て社会復帰にいたるまでの一貫したリハビリテーション
サービスを提供

名古屋市 保健・医療 地域療育センターの運営(子ども福祉課) 平成5年度 917,941
　障害のある児童及びその疑いのある児童又はその保護者に対し、相談、指導、検査、判定、医療の
提供及び療育訓練を行うことにより、障害の早期発見及びその軽減を図る。

名古屋市
情報・コミュ
ニケーション

情報バリアフリー化支援事業(障害企画課) 平成1 3年度 1,367
　情報機器（パーソナルコンピュータ）を使用するにあたり必要となる周辺機器やソフト等の購入費用の
一部を助成

名古屋市
情報・コミュ
ニケーション

点訳者設置事業（障害企画課） 平成4年度 4,002
　点訳者を設置し、視覚障害者あて文書の点字への翻訳、受領した点字文書の墨字への翻訳等を実
施 
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